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はじめに 

企業経営者の高齢化が進んでいる。また、全国の後継者不在率は 2020年時点で 65.1％（帝国デ

ータバンク「全国企業「後継者不在率」動向調査」2020 年 11月発表）となり、後継者不在による

事業承継問題はこれまで以上に顕在化している。他方、政府は 2021 年度予算に事業承継支援とし

て 100 億円近くを計上し、事業承継と M&A 支援をワンストップで行う体制を 4 月より開始した。

政府主導で企業に対して積極的に働きかけるプッシュ型のサポートを中心に、支援策は一層推し

進められている。 

そこで、帝国データバンクは、事業承継に関する企業の見解について調査を実施した。本調査

は、TDB景気動向調査 2021 年 8月調査とともに行った。 

 

※調査期間は 2021 年 8 月 18 日～31 日、調査対象は全国 2 万 4,458 社で、有効回答企業数は       

1 万 1,170 社（回答率 45.7％）。なお、事業承継に関する調査は 2021 年 5 月に続き、今回で   

4回目 

※本調査における詳細データは景気動向オンライン（https://www.tdb-di.com）に掲載している 

 
 

調査結果（要旨） 
 
1.事業承継を行う際の後継者への移行期間を尋ねたところ、「3年以上」を要する割合は 51.9％と

半数超にのぼった。内訳をみると「3～5年程度」が 26.9％で最も高く、「6～9年程度」が 13.8％

で続いた 
 
2.後継者への移行期間を規模別にみると、3 年以上かかる割合では「大企業」は 41.0％だった。

一方で、「中小企業」では 54.1％、「小規模企業」では 55.7％で高水準となり、全体の割合(51.9％)

を上回った 
 
3.後継者への移行期間を業界別にみると、3年以上かかる割合では『建設』が 59.9％で最も高く、

内訳の「6～9 年後」「10 年以上」においても同様の傾向が表れた。次いで『製造』(54.8％)、

『卸売』(52.2％)が続き、一方で、『農・林・水産』(32.1％)や『金融』(23.6％)では他業界と

比較すると割合は低かった 
 
4.2020年 2月以降は新型コロナウイルス感染拡大の影響で社会情勢が大きく変わるなか、事業承

継に対する意識に変化があったか尋ねたところ、「特に変化なし」とした企業は 79.8％だった。

それに対して、「事業承継の時期を前倒し」(3.5％)や「事業承継の時期を延期」(4.3％)といっ

た「意識が変化した」企業は 8.7％だった 

特別企画 ： 事業承継に関する企業の意識調査（2021年 8月） 

後継者への移行期間、企業の半数が「3年以上」 

～ 新型コロナの影響で事業承継への意識が変化した企業は 8.7％ ～ 
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1. 後継者への移行期間、企業の半数以上が「3 年以上かかる」 

 

  事業承継を行う際の後継者への移行期間1を尋ねたところ、「3～5年程度」とする企業が 26.9％

で最も高かった。次いで「6～9年程度」が 13.8％で続き、「1～2年程度」が 11.3％、「10年以上」

が 11.2％と近い水準で続いた。総じて移行期間に「3年以上」を要する割合は 51.9％となり、半

数を上回った。なお、「移行期間を必要としない」は 8.9％だった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 企業からは、「後継者は決定しているが自社は技術系のため、3～5 年の育成期間が必要」（電気

通信工事、鹿児島県）や「建設業は人材が資本で、中小では特に人材育成が課題」（はつり・解体

工事、千葉県）、「スキルだけでなく経営者としての思考性が大事で、10 年以上はじっくりと時間

をかけたい」（電気機械器具卸売、愛知県）といった声が聞かれた。 

他方、「移行期間が長いと後継者のリーダーシップが発揮できず、モチベーションも低下すると

思うので、後継者を決めてからは 1 年以内に交代させたい」（鉄スクラップ卸売、福島県）など、

後継者への移行に対する企業の考え方はさまざまにあげられた。 

 

                                                 
1 後継者への移行期間とは、「後継者を決めてから事業承継が完了する期間」を示し、後継者の

育成期間なども含める 

事業承継する際に、後継者への移行にかかる期間 

移行期間は
必要としない

8.9％ 1～2年程度
11.3％

3～5年程度
26.9％

6～9年程度
13.8％

10年以上
11.2％

分からない
27.8％

3年以上
51.9％

後継者へ
移行する期間

注：母数は有効回答企業1万1,170社
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2. 後継者への移行期間、「3 年以上」の割合は中小企業が大企業を大きく上回る 

 

 事業承継を行う際の後継者への移行期間を規模別にみると、大企業で「3年以上」かかる割合は

41.0％だった。一方で、中小企業は 54.1％、小規模企業は 55.7％となり大企業より 10 ポイント

以上高かった。中小企業からも「優良

な中小企業も現在の相続税のルール

では後継者が借金を背負うことにな

るので困っている」（機械工具卸売、

香川県）といった税制上の問題や、

「事業承継ができる人材を中小零細

企業が見つけることはかなり困難」

（生菓子製造、福岡県）などの声が聞

かれた。 

 

3. 後継者への移行期間、業界別では建設業における長期化が目立つ 

 

 業界別にみると、『建設』では 3年以上かかる割合が 59.9％でトップだった。また、「6～9年程

度」「10 年以上」においても業界別で最も高かった。建設業からは、「後継者となる子どもが若い

ため、今から工事部の統括部長として現場経験を積ませている」（土木工事、長崎県）や「技術者

の育成は 10 年程かかり、さらに後継

者には 3～5 年である程度の仕事と経

営手法を学んでもらわねばならない

のでなかなか難しい」（木造建築工事、

福岡県）といった意見があげられた。

建設業では、例えば経営業務の管理責

任者として5年以上の経験を有した者

の在籍がなければ建設業許可を引き

継げないなどの条件が多く、こうした

背景も移行期間が長期化する一因と

なっている可能性がある。 

 また、『製造』(54.8％)や『卸売』

(52.2％ )も半数超となり、全体

(51.9％)を上回った。一方で、『農・林・

水産』は 32.1％、『金融』は 23.6％で、

他業界と比較すると割合は低かった。 

移行期間が「3年以上」の割合と内訳 ～ 規模別 ～ 

21.9 

28.0 

27.5 

10.8 

14.4 

15.2 

8.3 

11.7 

13.0 

大企業

中小企業

小規模企業

3～5年程度 6～9年程度 10年以上

41.0％

54.1％

55.7％

3年以上かかる割合
後継者への移行に

移行期間が「3年以上」の割合と内訳 ～ 業界別 ～ 

28.2 

28.9 

28.2 

23.7 

25.3 

20.7 

25.0 

15.4 

14.5 

16.6 

13.7 

14.6 

13.1 

11.5 

14.4 

11.6 

10.3 

1.8 

15.1 

12.2 

9.4 

11.4 

11.1 

11.2 

8.8 

6.4 

7.3 

建設

製造

卸売

不動産

小売

運輸・
倉庫

サービス

農・林
・水産

金融

3～5年程度 6～9年程度 10年以上

59.9％
3年以上かかる割合
後継者への移行に

54.8％

52.2％

48.2％

47.9％

46.3％

45.4％

32.1％

23.6％
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4. 新型コロナの影響で事業承継の意識が変化した企業は 8.7％に 
 

2020 年 2 月以降、国内では新型コロナウイルス（以下、新型コロナ）の感染が拡大し、社会情

勢は大きく変化した。そうしたなかで自社の事業承継に対する意識に変化があったかを尋ねたと

ころ、「意識が変化した」企業は 8.7％だった。他方、「特に変化なし」は 79.8％となり、8割近く

にのぼった。 

「意識が変化した」割合の内訳をみると、新型コロナの影響で「事業承継の時期を延期」と考え

ている企業は 4.3％で、意識が変化した様態としては最も高かった。一方、「事業承継の時期を前

倒し」は 3.5％だった。また、「廃業予定から事業承継に変更」は 0.4％、「事業承継予定から廃業

予定に変更」は 0.5％だった。 

 事業承継への意識に変化があった企業からは、「新型コロナによる経営環境の変化に対応するた

め、事業承継を延期する」（貸事務所、愛知県）や「このような状況で長期的な展望が見通せない

ので、事業承継についても現実味を感じられない」（建築用木製組立材料製造、岩手県）、「弊社で

は息子への事業承継を計画しているが、新型コロナ下での事業承継は社外的にあまり良い印象が

しないので、時期を延期した」（電気配線工事、大阪府）のような意見が聞かれた。また、「新型コ

ロナの影響で借入金も増えたので簡単にはいかない」（食料・飲料卸売、岐阜県）のような、財務

面における課題を踏まえて延期したという声も見られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

意識が変化した
8.7％

特に変化なし
79.8％

分からない
11.5％

事業承継の時期を前倒し
3.5％

事業承継の時期を延期
4.3％

廃業予定から事業承継に変更
0.4％

事業承継予定から廃業に変更
0.5％

注：母数は有効回答企業1万1,170社

新型コロナの感染拡大以降における、事業承継に対する考え方の変化 
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まとめ 

 

本調査では、事業承継を行う際の後継者への移行期間において 3 年以上かかると考えている企

業は半数を超えていることが明らかとなった。なかでも中小企業は大企業よりも移行期間を長期

的に考えている傾向が強く、税制上の問題や後継者となり得る人材の育成・決定、経営者保証の

観点を課題にあげる意見が多くみられた。業界別では建設業で移行期間の長さが目立ち、その背

景には建設業許可の引継ぎに際して経営業務管理責任者としての在籍年数などが問われるといっ

たさまざまなルールによる影響も想定される。 

 

 また、新型コロナの影響による事業承継の意識の変化については、約 8 割の企業では特に変化

がなかった。一方で、「新型コロナの影響で借入金が増大し、事業承継にも大きく影響した」（電子

応用装置製造、東京都）といった財務面の影響をあげる声や、新型コロナ関連の対応に追われて

事業承継が手につかないという意見もみられた。 

 

 2020 年時点の国内における平均社長年齢は調査開始以来で初めて 60 歳を超え（帝国データバ

ンク「全国社長年齢分析」2021年 2月発表）、後継者不在率は依然として 6割を上回るなど、事業

承継の必要性は一段と増している。そうしたなか、政府は企業に対してプッシュ型の支援を展開

しており、事業承継引継ぎセンターにおける成約件数は増加傾向にあるなど明るい兆しもみられ

る。さらに 2021年 4月には旧来の支援組織を改組し、今まで別部門だった親族内承継と第三者承

継の支援をワンストップで行う体制を始動させるなど円滑な事業承継に向けた積極的な取り組み

がみられ、今後も事業承継は活発化することが見込まれる。 

 

事業承継をする際に引き継がれる項目は経営権や財産のみならず、ノウハウや許認可、取引先

との信頼関係など多岐にわたり、枚挙にいとまがない。そのため、企業においてはいずれ来る事

業承継に向けて長期的な視点で準備を行うことが重要となる。実際に「既に事業継承を実施した

が、時間をかけて準備していたので特に問題はなかった」（ソフト受託開発、福岡県）のような好

例があげられている。企業が有する貴重な技術やノウハウなどを次世代に繋いでいくためにも、

「備えあれば憂いなし」の事業承継に向けて官民ともに啓発や支援を加速させることが肝要とい

えよう。 
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【 内容に関する問い合わせ先 】 

株式会社帝国データバンク データソリューション企画部 情報統括課 

 担当：旭 海太郎 

TEL:03-5775-3073 Mobile:080-4899-2468 E-mail:keiki@mail.tdb.co.jp 

リリース資料以外の集計・分析については、お問い合わせ下さい（一部有料の場合もございます）。 

調査先企業の属性 

1．調査対象（2 万 4,458 社、有効回答企業 1 万 1,170 社、回答率 45.7％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 企業規模区分 
中小企業基本法に準拠するとともに、全国売上高ランキングデータを加え、下記の通り区分。 
 

 

 

 

 

 

 

 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンクに帰属します。 

当レポートはプレスリリース用資料として作成しております。著作権法の範囲内でご利用いただき、私的利用を超えた複

製および転載を固く禁じます。 

業界 大企業 中小企業（小規模企業を含む） 小規模企業

製造業その他の業界 「資本金3億円を超える」 かつ 「従業員数300人を超える」 「資本金3億円以下」 または 「従業員300人以下」 「従業員20人以下」

卸売業 「資本金1億円を超える」 かつ 「従業員数100人を超える」 「資本金１億円以下」 または 「従業員数100人以下」 「従業員5人以下」

小売業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員50人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員50人以下」 「従業員5人以下」

サービス業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員100人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員100人以下」 「従業員5人以下」

注1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位3％の企業を大企業として区分

注2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位50％の企業を中小企業として区分

注3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB産業分類（1,359業種）によるランキング

（1）地域

529 1,282
695 1,956
840 662

3,268 419
593 926

11,170

（2）業界（10業界51業種）

78 75
110 39

1,822 22
367 13

飲食料品・飼料製造業 369 39
繊維・繊維製品・服飾品製造業 116 81
建材・家具、窯業・土石製品製造業 222 157
パルプ・紙・紙加工品製造業 103 44
出版・印刷 180 9
化学品製造業 413 526
鉄鋼・非鉄・鉱業 539 61
機械製造業 499 8
電気機械製造業 321 15
輸送用機械・器具製造業 114 124
精密機械、医療機械・器具製造業 71 45
その他製造業 91 69
飲食料品卸売業 383 18
繊維・繊維製品・服飾品卸売業 187 186
建材・家具、窯業・土石製品卸売業 336 97
紙類・文具・書籍卸売業 105 475
化学品卸売業 279 63
再生資源卸売業 35 286
鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売業 302 116
機械・器具卸売業 912 32
その他の卸売業 352 214

50
11,170

（3）規模

1,869 16.7%

9,301 83.3%

(3,327) (29.8%)

11,170 100.0%

(251) (2.2%)

製造

（うち上場企業）

東海（岐阜 静岡 愛知 三重）北海道

東北  （青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島）

北関東（茨城 栃木 群馬 山梨 長野）

北陸  （新潟 富山 石川 福井）

合  計

中小企業

電気・ガス・水道・熱供給業

大企業

その他サービス業

専門サービス業

教育サービス業

医療・福祉・保健衛生業

リース・賃貸業
（3,038）

メンテナンス・警備・検査業

情報サービス業

旅館・ホテル

合  計

（うち小規模企業）

娯楽サービス

卸売

（2,891）

放送業

サービス

（1,809）

不動産

近畿（滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山）

小売

飲食料品小売業

繊維・繊維製品・服飾品小売業

医薬品・日用雑貨品小売業

家具類小売業

四国（徳島 香川 愛媛 高知）

中国（鳥取 島根 岡山 広島 山口）

九州（福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄）

運輸・倉庫

農・林・水産

南関東（埼玉 千葉 東京 神奈川）

その他の小売業

（479）

自動車・同部品小売業

専門商品小売業

各種商品小売業

金融

建設

家電・情報機器小売業

飲食店

電気通信業

人材派遣・紹介業

広告関連業

その他

合  計


